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以前に京都大学 iPS 細胞研究所で実施していた上記の医学系研究を京都大学 iPS 細胞研

究財団が代表機関として引き継いで実施することとなりました。本研究は京都大学大学院

医学研究科・医学部及び医学部附属病院医の倫理委員会の承認ならびに研究機関の長の許

可のもと、倫理指針および法令を遵守して実施します。 

今回は、本研究の対象として血液をご提供者（ドナー）の皆様へ向けて、情報を公開し

ております。なお、この研究を実施することによる、ドナーの皆様への新たな負担は一切

ありません。またドナーの皆様のプライバシー保護については最善を尽くします。 本研究

への協力を望まれない場合、その旨を「（12）本研究課題に関する相談窓口」に示しまし

た連絡先までお申し出下さいますようお願いいたします。 

 

 

（１） 研究の名称 

成分献血者を対象とした HLA ホモ接合体ドナー由来の医療用 iPS 細胞ストック構築に関する研究

（受付番号：C687/G540 または C1609 学外） 

高頻度 HLA ホモ接合体さい帯血由来の医療用 iPS 細胞ストック構築に関する研究 

（受付番号：R506/G567 または R3858 学外） 

 

 

（２） この研究の目的と意義について 

 京都大学 iPS 細胞研究財団では、その前身である京都大学 iPS 細胞研究所の頃から、臨

床用として適切に品質管理された iPS 細胞を製造し、外部機関に提供しています。これま

で、代表機関として京都大学 iPS 細胞研究所が、分担機関として京都大学 iPS 細胞研究財

団が共同して実施しておりましたが、本研究は代表機関を京都大学 iPS 細胞研究財団に、

分担機関を京都大学 iPS 細胞研究所に入れ替えて、研究を実施するものです。研究内容は

従前と同じく再生医療を目的とした細胞治療等を実施する研究機関へ最適な iPS 細胞を作

製し、提供することです。現在、下記（３）の表に記載されている国外の研究機関へ iPS

細胞を提供しています。 

 

2013 年から 2020 年に京都大学 iPS細胞研究所または京都大学 iPS 細胞研究財団が 

実施する「医療用 iPS 細胞ストックの構築研究」にご協力いただいたドナーの皆様へ 
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（３） 研究機関の名称・研究責任者の氏名について 

研究実施機関  ： 京都大学 iPS 細胞研究財団 

研究実施責任者 ： 専務理事・高須 直子 

現在、別の研究として二次利用する予定はありません。二次利用することになった場合は、

新たな研究計画について倫理審査委員会で承認された後に行います。また、ホームページ上

で、研究対象者である皆様が拒否できる機会を保障いたします。 

 

研究で利用する試料・情報等の項目 

＜試料＞ iPS 細胞、iPS 細胞から抽出した DNA 

＜情報＞ ゲノム情報、感染症検査結果、血液型、 

性別、年齢、HLA 型 

試料・情報等の利用目的及び利用方法 上記（２）に記載の目的で利用する。 

利用または提供を開始する日 研究機関の長の許可した日 

試料情報の管理について責任を有する者

の氏名または名称 

高須 直子 

公益財団法人京都大学 iPS 細胞研究財団 

試料・情報を利用する者の範囲 

iPS 細胞ストックの提供希望があった場合、下記以外にも追加にな

る可能性があります。 

適宜、当財団 HP で提供先をお知らせいたします。 

当財団 HP︓https://www.cira-foundation.or.jp/j/donor/ 

 

他機関へ提供する試料や情報等 

＜試料＞ iPS 細胞ストック 

＜情報＞ 感染症検査結果、血液型、性別、年齢、HLA 型 

他機関へ提供する方法 

＜試料＞ 

試料の保存状態を維持するための専用容器に封入のうえ、追跡可

能な輸送手段により提供先機関まで届けます。  
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＜情報＞ 

印刷物は追跡可能な輸送手段で提供先機関に送付、電子データ

は適切な情報セキュリティを確保の上で提供先機関に送信します。 

提供先における試料・情報の管理責任者 

各機関とは共同研究契約を締結した上で、iPS 細胞を提供します。

そのため、研究責任者は共同研究の締結者となります。 

 

 

（４） 研究実施期間 

研究機関の長の許可した日 ～ 2033 年 3 月 31 日 

 

 

（５） 対象となる試料・情報の取得期間 

以下の研究において、2013 年から 2020 年に文書同意をいただきドナーとなられた方 

「成分献血者を対象とした HLA ホモ接合体ドナー由来の医療用 iPS 細胞ストック構築

に関する研究 (課題番号 C687・G540 または C1609 学外）」 

「高頻度 HLA ホモ接合体さい帯血由来の医療用 iPS 細胞ストック構築に関する研究(課題

番号 R506・G567 または R3858 学外）」 

 

 

（６） 倫理委員会の承認 

本研究の実施に先立ち京都大学大学院医学研究科・医学部および医学部附属病院医の倫理

委員会において実施計画書の内容および試験実施の適否に関して倫理的、科学的および医学

的妥当性の観点から審査・承認を受け、研究機関の長の許可を得て実施します。 

 

 

（７） 個人情報の取扱いについて 

研究にあたっては、個人を容易に同定できる情報は削除したり関わりのない記述等に置き

換えたりして使用します。また、研究を学会や論文などで発表する時にも、個人を特定でき

ないようにして公表します。 
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（８） 研究資金・利益相反について 

 本研究は、文部科学省・厚生労働省・内閣府よりの公的助成金を資金源として実施されま

す。また、本研究の利益相反については京都大学 iPS 細胞研究財団の利益相反マネジメント

規程に従い、京都大学 iPS 細胞研究財団において適切に審査・管理しています。 

 

 

（９） 研究成果の公表について 

この研究成果は学会発表、学術雑誌およびデータベースなどで公表します。 

 

 

（10）研究計画書等の入手又は閲覧 

本研究の対象者に該当する方は、希望される場合には、他の研究対象者等の個人情報及び

知的財産の保護等に支障がない範囲内で本研究に関する研究計画書等の資料を入手・閲覧す

ることができます。 

 

 

（11）利用または提供の停止 

研究対象者またはその代理人の求めに応じて、研究対象者が識別される情報の利用を停止す

ることができます。停止を求められる場合には下記の連絡先にご連絡ください。 

  

 

（12）本研究課題に関する相談窓口 

京都大学 iPS 細胞研究財団研究事務局 

〔メールの場合〕 participant@cira-foundation.or.jp 

〔受付時間〕   平日 10:00～17:00 

  

 

（13）京都大学相談窓口 

京都大学医学部附属病院 臨床研究相談窓口 
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 TEL：075-751-4748  

E-mail：ctsodan@kuhp.kyoto-u.ac.jp 

以上 
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当該外国の名称 適切かつ合理的な方法により得られた当該外国における 

個人情報の保護に関する制度に関する情報 

当該者が講ずる個人情報の保護のための 

措置に関する情報 

イギリス 英国の一般データ保護規則（GDPR：General Data Protection Regulation、以下

「UK GDPR」という）とは、英国のブレグジット（欧州連合（EU: European Union、

以下「EU」という）からの離脱）に伴って、EU の一般データ保護規則（GDPR: 

General Data Protection Regulation、以下「EU GDPR」という）の内容に基づ

いて、2021 年 1 月 1 日に施行された英国の法律である。 

〔参照先〕 

https://www.jetro.go.jp/ext_images/_Reports/01/b0226c404f93f434/20

220001rev1.pdf 

ドナーの皆様から、ご提供いただいた血液等の試料や

情報をそのまま(iPS 細胞にしない状態で)、外部の研

究機関へ提供することはありません。原則、研究試料

の 提 供 に 関 す る 覚 書 （ MTA ； Material Transfer 

Agreement）もしくは共同研究契約等の契約を締結の

うえ、外部の研究機関へ iPS 細胞を提供しています。 

その契約書中で以下を記載しているため、提供先機関

においても、同様に iPS 細胞や情報が取り扱われます。 

 

・試料・情報を扱うには、京都大学 iPS 細胞研究財団

が実施する本研究と同等の管理監督を実施すること 

・提供先機関から第三者へ提供する場合、本研究の倫

理審査と同等の審査を実施すること 

 

フランス EU（※）では、EU 域内の個人データ保護を規定する法として、1995 年から現在

に至るまで適用されている「EU データ保護指令（Data Protection Directive 95）」

に代わり、2016 年 4 月に制定された「GDPR（General Data Protection 

Regulation：一般データ保護規則）」が 2018 年 5 月 25 日に施行された。 

 

GDPR は個人データやプライバシーの保護に関して、EU データ保護指令より厳格

同上 

https://www.jetro.go.jp/ext_images/_Reports/01/b0226c404f93f434/20220001rev1.pdf
https://www.jetro.go.jp/ext_images/_Reports/01/b0226c404f93f434/20220001rev1.pdf
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に規定する。 

また、EU データ保護指令が EU 加盟国による法制化を要するのに対し、GDPR は

EU 加盟国に同一に直接効力を持つ。 

 

EU：EU 加盟国及び欧州経済領域（EEA）の一部であるアイスランド、ノルウェー、

リヒテンシュタイン 

〔参照先〕 

https://www.ppc.go.jp/enforcement/infoprovision/EU/ 

ドイツ 同上 同上 

デンマーク 同上 同上 

フィンランド 同上 同上 

オランダ 同上  

アメリカ 

ミネソタ州 

オハイオ州 

マサチューセッツ州 

ミシガン州 

フロリダ州 

ウィスコンシン州 

ペンシルバニア州 

ニュージャージー州 

ワシントン州 

包括的な法令は存在しない。個別の分野に適用される法令のうち代表的なものと

して、以下の法令が存在する。 

 

電子通信プライバシー法（Electronic Communications Privacy Act of 1986）

（以下「ECPA」という。） 

URL： https://bja.ojp.gov/program/it/privacy-civil-liberties/authorities/statutes/1285 

 

施行状況：1986 年 10 月 21 日施行 

対象機関：個人データの電子的保存 ※1 を行う公的部門（地方自治体を含む。）

及び民間部門 

同上 

https://www.ppc.go.jp/enforcement/infoprovision/EU/
https://bja.ojp.gov/program/it/privacy-civil-liberties/authorities/statutes/1285
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メイン州 対象情報：「電子通信」（有線又は電子システムによって全部又は部分的に送信され

る、あらゆる性質の記号、信号、文章、画像、音声、データ、又は情報の伝達） 

 

グラム・リーチ・ブライリー法（Gramm Leach Bliley Act）（以下「GLBA」とい

う。） 

URL ： https://www.ftc.gov/tips-advice/business-center/privacy-and-

security/gramm- leach-bliley-act 

施行状況：1999 年 11 月 12 日施行 

対象機関：金融サービス業に「実質的に従事する（significantly engaged）」民間

の金融機関 

対象情報：「非公開個人情報（Non-Public Personal Information）」（金融サービ

スの提供を通じて顧客から収集されるあらゆる情報） 

 

医療保険の携行性と責任に関する法律（Health Insurance Portability and 

Accounting Act）（以下「HIPAA」という。） 

URL：https://www.cdc.gov/phlp/publications/topic/hipaa.html 

施行状況：1996 年 8 月 21 日施行 

対象機関：公的機関（地方自治体を含む。）及び民間機関 

対象情報：「保護されるべき健康情報（Protected Health Information）」（健康状

態、医療の提供、医療費の支払いに関連する情報で、個人に結びつけることが可能

なもの） 

〔参照先〕 

https://www.ppc.go.jp/enforcement/infoprovision/laws/offshore_report_

https://www.cdc.gov/phlp/publications/topic/hipaa.html
https://www.ppc.go.jp/enforcement/infoprovision/laws/offshore_report_america/
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america/ 

アメリカ 

カリフォルニア州 

包括的な法令として、以下の法令が存在する。 

カリフォルニア州消費者プライバシー法（California Consumer Privacy Act） (以

下「CCPA」という。) 仮訳 

URL ： 

https://leginfo.legislature.ca.gov/faces/codes_displayText.xhtml?lawCode

=CIV＆division=3.＆title=1.81.5.＆part=4.＆chapter=＆article=  

施行状況：2020 年 1 月 1 日施行 

対象機関：消費者の個人情報を収集又は処理する民間の営利企業のうち、①年間総

収益が 2,500 万ドルを超える企業、②年間 5 万件以上の消費者、世帯又はデバイ

スの個人情報を購入、受領、販売、共有している企業、③年間収益の 50％以上を

消費者の個人情報の販売から得ている企業 

対象情報：定の消費者又は世帯を識別し、関連し、叙述し、合理的に関連付けるこ

とができ、又は直接的に若しくは間接的に合理的にリンクさせることのできる情

報 

 

アメリカ 

ニューヨーク州 

包括的な法令は存在しない。個別の分野に適用される法令のうち代表的なものと

して、以下の法令が存在する。 

ニューヨーク州ハッキング防止及び電子データセキュリティ改善法（New York 

Stop Hacks and Improve Electronic Data Security Act）（以下「SHIELD 法」

という。） 

URL： https://www.nysenate.gov/legislation/bills/2019/s5575  

 

リンク先英語コンテンツを別ウィンドウで開きます

リンク先英語コンテンツを別ウィンドウで開きます

https://www.ppc.go.jp/enforcement/infoprovision/laws/offshore_report_america/
https://www.ppc.go.jp/enforcement/infoprovision/laws/offshore_report_america/#callaw2018
https://leginfo.legislature.ca.gov/faces/codes_displayText.xhtml?lawCode=CIV&division=3.&title=1.81.5.&part=4.&chapter=&article=
https://leginfo.legislature.ca.gov/faces/codes_displayText.xhtml?lawCode=CIV&division=3.&title=1.81.5.&part=4.&chapter=&article=
https://www.nysenate.gov/legislation/bills/2019/s5575
https://leginfo.legislature.ca.gov/faces/codes_displayText.xhtml?lawCode=CIV&division=3.&title=1.81.5.&part=4.&chapter=&article=
https://www.nysenate.gov/legislation/bills/2019/s5575
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施行状況：2020 年 3 月 21 日施行 

対象機関：ューヨーク州の居住者の私的情報（private information）を含むコン

ピュータ化されたデータを保有又はライセンスする個人又は民間企業 

対象情報：「然人に関する情報であって、氏名、番号、個人的な特徴（personal mark）

又はその他の識別子により、その個人を特定することができるもの 

 

ニューヨーク州金融サービス局サイバーセキュリティ規則（ New York 

Department of Financial Services Cybersecurity Regulation）（以下「NYDFS

サイバーセキュリティ規則」という。） 

URL ： 

https://govt.westlaw.com/nycrr/Browse/Home/NewYork/NewYorkCodesR

ulesandRegulations?guid=I5be30d2007f811e79d43a037eefd0011 ＆

originationContext=documenttoc ＆ transitionType=Default ＆

contextData=(sc.Default)＆bhcp=1 

施行状況：2017 年 3 月 1 日施行 

対象機関：NYDFS の規制又は許認可を受けている銀行、保険会社、その他の金融

サービス会社等の民間企業 

対象情報：一般に公開されていない全ての電子情報で、①対象事業者の事業関連情

報で、改ざん又は不正な開示、アクセス若しくは使用により、対象事業者の事業、

運営又はセキュリティに重大な悪影響を及ぼし得るもの、②個人に関する情報で、

氏名、個人の特徴（personal mark）又はその他の識別子と、ソーシャルセキュリ

ティナンバーや運転免許証番号又は非運転者用身分証明書番号等のいずれか 1 つ

https://govt.westlaw.com/nycrr/Browse/Home/NewYork/NewYorkCodesRulesandRegulations?guid=I5be30d2007f811e79d43a037eefd0011＆originationContext=documenttoc＆transitionType=Default＆contextData=(sc.Default)＆bhcp=1
https://govt.westlaw.com/nycrr/Browse/Home/NewYork/NewYorkCodesRulesandRegulations?guid=I5be30d2007f811e79d43a037eefd0011＆originationContext=documenttoc＆transitionType=Default＆contextData=(sc.Default)＆bhcp=1
https://govt.westlaw.com/nycrr/Browse/Home/NewYork/NewYorkCodesRulesandRegulations?guid=I5be30d2007f811e79d43a037eefd0011＆originationContext=documenttoc＆transitionType=Default＆contextData=(sc.Default)＆bhcp=1
https://govt.westlaw.com/nycrr/Browse/Home/NewYork/NewYorkCodesRulesandRegulations?guid=I5be30d2007f811e79d43a037eefd0011＆originationContext=documenttoc＆transitionType=Default＆contextData=(sc.Default)＆bhcp=1
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以上との組み合わせにより、当該個人を特定するために使用することができるも

の、及び③年齢又は性別を除く、医療提供者若しくは個人により作成された又は個

人から得られた、あらゆる形式又は媒体の、当該個人の家族の構成員の過去、現在

若しくは将来の身体的、精神的若しくは行動的な健康又は状態等に関連するあら

ゆる情報又はデータ（「非公開情報（nonpublic information）」） 

スイス 包括的な法令として、以下の法令が存在する。 

 

1992 年 6 月 19 日のデータ保護に関する連邦法（The Federal Act on Data 

Protection of 19 June 1992）（以下「DPA」という。） 

URL：https://www.fedlex.admin.ch/eli/cc/1993/1945_1945_1945/en 

 

施行状況：1992 年 6 月 19 日施行（2013 年 7 月 1 日最終改正） 

対象機関：民間事業者、私人又は連邦機関 

対象情報：識別され又は識別可能な自然人又は法人に関するあらゆる情報 

1993 年 6 月 14 日のデータ保護に関する連邦法規則（The Ordinance to the 

Federal Act on Data Protection of 14 June 1993）（以下「ODPA」という。） 

URL：https://www.fedlex.admin.ch/eli/cc/1993/1962_1962_1962/en 

 

施行状況：1993 年 6 月 14 日施行 

対象機関：上記連邦法の項を参照 

対象情報：上記連邦法の項を参照 

〔参照先〕 

https://www.ppc.go.jp/enforcement/infoprovision/laws/offshore_report_

同上 

https://www.fedlex.admin.ch/eli/cc/1993/1945_1945_1945/en
https://www.fedlex.admin.ch/eli/cc/1993/1962_1962_1962/en
https://www.ppc.go.jp/enforcement/infoprovision/laws/offshore_report_switzerland/
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switzerland/ 

オーストラリア 包括的な法令として、以下の法令が存在する。  

1988 年プライバシー法（Privacy Act 1988）  

https://www.legislation.gov.au/Details/C2021C00139 

施行状況：1989 年 1 月 1 日施行  

対象機関：公的部門及び民間部門※1  

対象情報：識別された個人又は合理的に識別可能な個人に関する情報又は意見 

2013 年プライバシー規則（Privacy Regulation 2013）  

https://www.legislation.gov.au/Details/F2021C00274 

同上 

韓国 包括的な法令として、以下の法令が存在する。  

個人情報保護法（Personal Information Protection Act）  

https://elaw.klri.re.kr/eng_service/lawView.do?hseq=53044＆lang=ENG 

施行状況：2011 年 9 月 30 日施行、現行法は 2020 年 8 月 5 日施行  

対象機関：「個人情報処理者」※1 である公的部門（地方自治団体を含む）及び民

間部門 対象情報：生存する個人に関する情報であって、(i)氏名、住民登録番号及

び映像等を通じて個人を識別することができる情報、又は(ii)当該情報のみでは特

定の個人を識別することができないとしても、他の情報と容易に結合して識別す

ることができる情報（この場合、容易に結合することができるか否かは、他の情報

の入手可能性等、個人の識別に要する時間、費用、技術等を合理的に考慮して判断

される。）、又は(iii)上記(i)、(ii)を仮名処理することにより、本来の状態に復元する

ための追加情報の使用・結合なしには、特定の個人を識別することができない情報

（仮名情報）のいずれかに該当する情報 

同上 

https://www.ppc.go.jp/enforcement/infoprovision/laws/offshore_report_switzerland/
https://www.legislation.gov.au/Details/C2021C00139
https://www.legislation.gov.au/Details/F2021C00274
https://elaw.klri.re.kr/eng_service/lawView.do?hseq=53044＆lang=ENG
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中国 包括的な法令として、以下の法令が存在する。  

中華人民共和国個人情報保護法（中华人民共和国个人信息保护法）（以下「個人情

報保護法」という。）  

URL：https://www.lawinfochina.com/display.aspx?lib=law＆id=36358 

施行状況：2021 年 11 月 1 日施行  

対象機関：公的部門（地方人民政府を含む。）及び民間部門  

対象情報：電子その他の方法により記録される、既に識別され、又は識別可能な自

然人に関する各種情報（匿名化処理後の情報を除く。） 

 

台湾 包括的な法令として、以下の法令が存在する。 

個人情報保護法（Personal Data Protection Act） 

URL：https://law.moj.gov.tw/ENG/LawClass/LawAll.aspx?pcode=I0050021 

施行状況：2012 年 10 月 1 日施行、改正法 2016 年 3 月 15 日施行 

対象機関：公的部門及び民間部門（法に基づき公権力を行使する中央又は地方の機

関又は行政法人である公務機関、及び公務機関以外の自然人、法人その他の団体で

ある非公務機関） 

対象情報：自然人の氏名、生年月日、台湾人身分証番号、旅券番号、特徴、指紋、

婚姻、家族、学歴、職業、病歴、治療、遺伝子、性生活、健康診断、犯罪歴、連絡

先、財務状況、社会活動等の情報その他直接又は間接に当該個人を識別し得る情報 

 

シンガポール 包括的な法令として、以下の法令が存在する。 

個人情報保護法（Personal Data Protection Act（No.26 of 2012）） 

URL：https://sso.agc.gov.sg/Act/PDPA2012 

施行状況：2013 年 1 月 2 日施行 

 

https://www.lawinfochina.com/display.aspx?lib=law＆id=36358
https://law.moj.gov.tw/ENG/LawClass/LawAll.aspx?pcode=I0050021
https://sso.agc.gov.sg/Act/PDPA2012
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※2026 年 6 月 10 日時点での情報です。 

※各国の法令については個人情報保護委員会の WEB サイトを随時ご確認いただくようお願い致します。 

https://www.ppc.go.jp/enforcement/infoprovision/laws/ 

 

対象機関：民間部門 

対象情報：真実であるか否かを問わず、当該データから、又は当該データとその組

織等がアクセス可能なその他の情報とを合わせて、個人が識別可能なデータ 

 

公共セクター（ガバナンス）法（Public Sector (Governance) Act（No.5 of 2018）） 

URL：https://sso.agc.gov.sg/Acts-Supp/5-2018/Published/20180305?DocDate=20180305 

施行状況：2018 年 4 月 1 日施行 

対象機関：公的部門 

対象情報：事実、統計、指示、概念又はその他のデータであって、通信、分析又は

処理が可能な形式（個人、コンピュータ又はその他の自動化された方法によるか否

かを問わない）であるもの 

https://www.ppc.go.jp/enforcement/infoprovision/laws/
https://sso.agc.gov.sg/Acts-Supp/5-2018/Published/20180305?DocDate=20180305

